
奈良市届出避難所登録要領 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の７第１項

の規定により市長が指定する指定避難所（以下「指定避難所」という。）とは別に、

地域住民が自主的に開設し、運営する避難所を届出避難所として登録し、市が避難状

況を把握して市全般の災害対策に反映させることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要領において「届出避難所」とは、台風、豪雨等により災害の発生のおそれ

がある場合又は地震等の災害が発生した場合に、指定避難所とは別に、地域の安全を

確保するため、地域住民が自主的に開設し、運営する避難所として、第４条の規定に

より登録を受けたものをいう。 

 （対象とする施設） 

第３条 対象とする施設は、集会所又は使用を合意している民間施設等（以下「集会所

等」という。）で、地域が避難所として使用することができる施設とする。 

２ 前項の施設は、想定される災害による影響が比較的少ない場所にあることが望まし

い。 

３ 第１項の施設又はその周辺に倒壊、浸水等の危険が生じるおそれがあるときは、届出

者の判断により、避難所の開設を見合わせるものとする。 

 （登録の届出等） 

第４条 届出避難所を設置しようとする自治会等は、施設管理者との合意を経たうえで、

原則として地区自主防災防犯組織の会長を通じて、届出避難所登録届出書（別記様式第１

号）により市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の届け出により届出避難所の登録をしたときは、届出避難所登録通知書

（別記様式第２号）により、当該届出避難所に係る届出を行った自治会等（以下「届

出者」という。）に通知するものとする。 

 （開設及び運営並びに費用負担等） 

第５条 届出避難所は、届出者が自主的に開設し、運営することとし、市は市職員の派遣

を行わない。 

２ 届出避難所の開設及び運営に係る経費は、届出者の負担とする。 



３ 大規模災害発生等により避難が長期化した場合において、救援物資等が必要なとき

は、届出者が指定避難所で受領するほか、必要な救援物資の種類及び数量について各

地区自主防災防犯組織を通じて、市に要請することができる。 

 （市への連絡） 

第６条 届出者は、届出避難所を開設したときは、その開設時刻、避難者数等を市に連絡

するものとする。 

２ 届出者は、届出避難所を閉鎖したときは、その閉鎖時刻及びその他必要事項等を市に

連絡するものとする。 

 （指定避難所との関係） 

第７条 届出者は、指定避難所が開設されている場合においても、届出避難所を開設し、

運営することができる。 

 （届出避難所の公表） 

第８条 届出避難所は、地域住民が自主的に開設し、運営する避難所であるため、市は、

登録された届出避難所の公表は行わない。ただし、登録、開設及び閉鎖についての問

合せには対応するものとする。 

 （事故等の損害賠償等） 

第９条 届出避難所の開設及び運営に伴い、事故等により損害が生じることがあっても、

市はその責を負わない。 

 （登録内容の変更） 

第１０条 届出者は、登録内容に変更があったときは、その旨を届出避難所登録内容変更

届出書（別記様式第３号）により市長に届け出るものとする。 

 （廃止の届出） 

第１１条 届出者は、届出避難所を廃止したときは、その旨を届出避難所廃止届出書（別

記様式第４号）により市長に届け出るものとする。 

 （委任） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

  附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和３年１月２２日から施行する。 



   附 則 

 この要領は、令和７年４月９日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。  



別記 

様式第１号（第４条関係） 

届出避難所登録届出書 

  年  月  日 

（あて先）奈良市長 

 次の集会所等を届出避難所としたいので、奈良市届出避難所登録要領第４条第１項の規

定により届け出ます。 

届 出 者 

団 体 名
ふ り が な

  

代表者氏名
ふ り が な

  

住 所 奈良市 

連絡先電話 固定・携帯 

届出避難所

とする 

集会所等 

名 称
ふ り が な

  

所 在 地 奈良市 

当該施設が浸水・土砂災害等の災害リスク 
についてハザードマップ等により確認済み 

☐ 

建物の構造 造     階建 

建 築 年 月 

年   月 

耐震改修工事を行っている場合の改修年月 

年   月 

収 容 人 数          名 

〔民間施設等の場合〕 
施設所有者等の同意 

                    

地区自主防災防犯組織の署名 

組織名称： 

会長氏名：  

【記入上の留意事項】 

○「建物の構造」は、木造、鉄筋コンクリート造等の構造・階数を記入してください。 

○「収容人数」は、避難所の面積（平方メートル）を３で割った数としてください。 

○「民間施設等の場合」は、施設所有者等の署名をお願いします。 

○災害時の連絡先として、裏面に担当者の連絡先等を記載してください。 

○集会所等の位置図を添付してください。  



 

（裏面） 

 

届出避難所担当者連絡先一覧 

 

主担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 
固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

副担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 

固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

副担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 

固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

 

 ※副担当者の人数は、事情に応じて増減することは差支えないものとする。 

  



別記 

様式第２号（第４条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

            様 

 

奈良市長 

 

届出避難所登録通知書 

 奈良市届出避難所登録要領第４条第２項の規定により、次のとおり届出避難所の登録を

しましたので通知します。 

  登録番号  

届出避難所 

名
ふり

 称
がな

  

所在地 奈良市 

届出避難所を

使用する際の 

注 意 事 項 

特記事項 

 

 ※自主防災防犯組織の会長に対し、写しをもって通知するものとする。 

  



別記 

様式第３号（第１０条関係） 

届出避難所登録内容変更届出書 

      年  月  日 

（あて先）奈良市長 

 

 届出避難所の登録内容の変更があったため、奈良市届出避難所登録要領第１０条の規定

により、次のとおり届け出ます。 

 登録番号  

届 出 者 

団 体 名
ふ り が な

  

代表者氏名
ふ り が な

                     

住 所 奈良市 

連絡先電話 
固 定 

携 帯 

届出避難所 

名 称
ふ り が な

  

所 在 地 奈良市 

変更内容 

□ 届出者の変更 

□ 届出避難所担当者の変更 ※（裏面）に記載 

□ 届出避難所施設所有者の変更 

□ その他（                      ） 

施設所有者

等の署名 

※届出避難所施設所有者の変更があった場合のみ必須 

自主防災防

犯組織署名 

組織名称： 

会長氏名：                       

  



 

（裏面） 

 

届出避難所担当者連絡先一覧 

 

主担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 
固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

副担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 

固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

副担当者 

氏 名
ふ り が な

  

電 話 

固  定  

携  帯  

メール 

アドレス 

パソコン  

携  帯・ 

スマートフォン 

 

 

 ※副担当者の人数は、事情に応じて増減することは差支えないものとする。 

  



別記 

様式第４号（第１１条関係） 

届出避難所廃止届出書 

  年  月  日 

 

（あて先）奈良市長 

 

 次の届出避難所を廃止したので、奈良市届出避難所登録要領第１１条の規定により届け

出ます。 

 登録番号  

届 出 者 

団 体 名
ふ り が な

  

代表者氏名
ふ り が な

                     

住 所 奈良市 

連絡先電話 
固 定 

携 帯 

廃止する 

届出避難所 

名 称
ふ り が な

  

所 在 地 奈良市 

廃止した日  

廃止理由  

自主防災防

犯組織署名 

組織名称： 

会長氏名：                       

 


